別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　　項：労政費　　目：雇用促進費
	事業名:パーソナル・サポート・サービス・モデル・プロジェクト
分析・評価事業費(新規分)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内　3125）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：500千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


(1)経緯

平成２１年、全国のハローワークにおいて、求職者に対する生活・職業相談を1ヶ所で実施した「ワンストップ・サービス・デイ」や、年末年始の官公庁閉庁により、支援体制がストップしないよう、自治体による「年末年始の生活総合相談」を実施したが、支援制度の申請窓口の縦割、実施自治体への負担集中などの課題が浮き彫りとなった。　そのため、政府は、平成２２年５月、生活困難者等の支援のため、個別的・継続的にカウンセリングを行うとともに、必要なサービスのコーディネートや開拓、自立に向けてフォローアップを行う「パーソナルサポーター」を導入することとなった。　
つまり、「人によるワンストップ・サービス(伴走支援)」の導入である。

平成２２年１１月から、パーソナル・サポート・サービスにつながり得る活動の実践や構想を持つ全国の５地域（釧路市・横浜市・京都府・福岡市・沖縄県）において、各道府県に造成された緊急雇用創出臨時特例基金を活用して先行実施される。
このあと、第２次募集があり、さらに１５地域がモデルとして追加される予定で、本県としては第２次募集に参加する意向である。

ただし、当モデル事業の実績について、内閣府から分析・評価することを指導されているが、当該経費は国交付金では措置されず、実施主体である県で負担することとなっている。
なお、事業実施に当たっては、１１月中に事業計画書を内閣府へ提出し、認定が必要であるが、現時点で、本県が内閣府から事業認定されるか未定である。
 (2)事業内容
当該モデル・プロジェクトの分析・評価については、新たに運営協議会を設立し、
実施していくこととする。

○運営協議会のメンバー

　　平成２２年度に発足した「岐阜県生活・福祉就労支援協議会（岐阜労働局事務局）」の構成機関を基に、新たに岐阜県弁護士会、岐阜県臨床心理士会、岐阜県民生員児童委員協議会、岐阜県国際交流センターなどの機関を加え、２３年度の初めには当協議会を新設する予定である。
＜岐阜県生活福祉・就労支援協議会の参加機関＞

　岐阜労働局、岐阜県関係課（地域福祉国保課・子ども家庭課・環境政策課・労働雇　用課・公共建築住宅課）、岐阜県社会福祉協議会、雇用能力開発機構岐阜センター
○運営協議会の協議事項
    ①パーソナル・サポート・サービス・モデル・プロジェクトの分析・評価

    ②その他求職者の生活・福祉・就労に関すること
(3)事業経費　
運営協議会委員の報償費、旅費、会議費、会場使用料など

(4)参考

パーソナル・サポート・サービス・モデル・プロジェクトの関連事業である。
	２　所要経費


　　　500千円 

＜内訳＞　・事業運営協議会委員報償費 (15名×年２回)

                 315千円

・協議会委員旅費及び業務旅費     144千円

　　　　       ・消耗品費                        20千円
　　　　　     ・会議費及び会議室使用料　　　　  21千円
	これまでの取組と成果


　

	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

１　若者が力を発揮できる地域をつくる

ハローワーク、若者サポートステーションなど関係機関を有機的に機能させ、若年失業者やフリーター・ニートに対する就職支援を行う。
     市町村等と連携し、若者の自立支援の地域活動を展開し、ひきこもりやニート等の

早期発見・早期支援を推進する。
	２　これまでの取組状況


　該当なし　

	３　これまでの取組に対する評価


該当なし
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


